
総官会第 1007 号の２ 

平成 25 年 5 月 22 日 

最終改正総官会第 777 号 

平成 26 年 3 月 31 日 

 

総務省における行政事業レビュー公開プロセス実施要領 

 

（対象事業の選定） 

第１条 

総務省行政事業レビュー推進チーム（「総務省行政事業レビュー推進チーム運

営要領」（平成25年 4月26日総官会第 866号の 2）第1条で規定する組織。以下、

「チーム」という。）は、「総務省における行政事業レビューに係る外部有識者による

点検実施要領」（平成 25 年 5 月 22 日総官会第 1007 号。以下、「外部有識者によ

る点検実施要領」という。）第３条で選定した外部有識者による点検の対象事業の

うち、以下の基準のいずれかに該当するものを公開プロセスの対象事業候補とし

て選定することとする。 

その際、客観性を向上させ、公開検証が望ましいと判断されるものが国民の視

点で選定されるよう、外部有識者会合を活用し、外部有識者から意見聴取等を行

った上で選定を行うものとする。 

ア 事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの 

イ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の

余地が大きいと考えられるもの 

ウ 事業の執行に関して、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外か

ら問題点を指摘されたもの 

エ 当該年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの

（複数も可） 

オ その他公開の場で外部の視点による検証を行うことが有効と判断されるもの 

２ 公開プロセスを効果的かつ効率的に実施するため、原則として、事業単位で１億

円未満のものについては対象としないものとする。 

３ チームは、公開プロセス対象事業の数を総務省の外部有識者による点検の対

象事業数の多寡等を踏まえて判断する。また、公開プロセスの実施期間はおおむ

ね１～２日程度を目途に、事業数に応じて設定するものとする。 

４ 第１項を踏まえて選定した公開プロセスの対象事業候補については、内閣官房

行政改革推進本部事務局との調整を得て、公開プロセスの対象事業として確定す

ることとする。 

参考資料５ 
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（外部有識者の選定方法） 

第２条 

公開プロセスに参加する外部有識者は６名とし、チームが３名を選定し、行政改

革推進本部事務局が３名を選定する。チームが、外部有識者からとりまとめ役を

指名する。 

２ チームが選定する有識者は、外部有識者による点検実施要領第１条で指名した

外部有識者が公開プロセスに参加することを基本とするが、やむを得ない事情が

ある場合は、同じ基準で外部有識者を追加的に指名し、公開プロセスに参加させ

ることができる。 

 

（事前勉強会及び現地ヒアリングの実施等） 

第３条 

チームは、公開プロセスの実施に先立ち、外部有識者に対し、公開プロセス対

象事業に係る事前勉強会及び現地ヒアリングの機会を随時提供するとともに、外

部有識者から資料の提供、現地ヒアリングの実施等の要請があった場合には、誠

実かつ迅速に対応するものとする。 

 

（公開プロセスの進め方） 

第４条 

公開プロセスは、６月上旬から中旬までを目途に実施することを原則とする。 

２ 公開プロセスは、チームの統括責任者又は副統括責任者の進行の下で実施

する。進行役は、それぞれの事業の点検の冒頭に論点を説明するとともに、議事

の公正な進行に努めるものとする。 

３ 公開プロセスは、一般傍聴までは要しないものの、インターネット中継等により

公開性を担保する。また、結果及び議事録を事後に総務省のホームページにお

いて公表するものとする。 

４ 公開プロセスにおける点検・議論は、無駄の削減の観点だけでなく、より効果

の高い事業に見直すとの観点から熟議型により行うこととする。 

外部有識者は、公開の場における事業所管部局との質疑及び意見交換を経

た後、「廃止」「事業全体の抜本的な改善」、「事業内容の一部改善」又は「現状通

り」の４つのいずれかに投票する。それぞれの選択肢の基本的な考え方は以下

のとおり。 

ア 廃止：「国が行う事業として目的や効果が明確でない」、「地方自治体や民間

等に委ねるべき」、「効果が見込めない事業内容や実施方法となっている」な

どの状況にあり、事業の存続自体に問題があると考えられる場合等 
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イ 事業全体の抜本的な改善：事業の存続自体を問題とするまでには至らない

が、事業全体として「資金が効率的に使われていない」、「効果が薄い」など、

十分に効果的・効率的な事業となっておらず、抜本的に見直すべきと考えられ

る場合等 

ウ 事業内容の一部改善：「資金が効率的に使われていない部分がある」、「効

果が薄いメニューが含まれている」など、より効果的・効率的な事業とするため、

事業内容の一部を見直すべきと考えられる場合等 

エ 現状通り：特段見直す点が認められない場合等 

５ とりまとめ役は、票数の分布、外部有識者のコメント、質疑及び議論の内容等

を総合的に勘案して、評価結果及びとりまとめコメントの案を提示する。外部有識

者は、提示された評価結果及びとりまとめコメントの案に対し意見を述べることと

し、それらの意見を踏まえ、とりまとめ役は、必要な修正を加えた最終的な評価

結果及びとりまとめコメントを公表するものとする。 

評価結果は、外部有識者の評価において最も票数が多い選択肢とすることを

基本とし、票数が分散した場合等には、改めて時間を取って外部有識者間で議

論し、一つの結論を出すことを目指すものとする。 

６ 外部有識者のコメント及び取りまとめコメントには、４のいずれの選択肢を選択

する場合にも、事業の課題や問題点、当該選択の理由・根拠を具体的に明記さ

れるようにする。さらに、改善の手法や事業見直しの方向性も具体的に明記され

るようにする。 

７ チームは、公開プロセスの評価結果及びとりまとめコメントを、レビューシートの

所定の欄に記入するものとする。 

 

（結果の取扱い） 

第５条 

評価結果及びとりまとめコメントは、事業見直しの方向性や見直しの内容を外部

の視点から提示するものであって、概算要求に当たっての総務省の判断を示すも

のではない。しかしながら、公開の場での議論の結果であることを踏まえ、総務省

は概算要求に向けての事業の検討において尊重するとともに、異なる対応を行う

場合は、十分な説明責任を果たす必要がある。 

 

（雑則） 

第６条 

この要領に定めるもののほか、公開プロセスの実施に関して必要な事項はチー

ムが定める。 
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附則 

 

（施行期日） 

第１条 

 この要領は、平成２５年５月２２日から施行する。 

 

 

附則（平成２６年３月３１日総官会第７７７号） 

 

（施行期日） 

第 1 条 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 
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